
第4次伊賀市地域福祉計画に基づく主要取り組み施策

理念 「ひとりひとりが支え合いつながりあいながら、いきいきとくらせるまちづくり

戦略

地域の力を
高める

専門機関の
力を高める

地域と専門機関を
つなぐ

重
層
的
支
援
体
制
整
備
事
業

・地域福祉ネットワーク会議をベースにした、それぞれ
の地域での取り組み（地域食堂、コミュニティビジネス
等）の推進
・地域福祉ネットワーク会議連絡会での情報共有と活用
・アンケート等による地域のニーズの把握と分析

・「保健・医療・福祉分野の連携検討会」における、在
宅患者サポート事業の推進
・伊賀市職員社会福祉士会との連携による地域生活課題
への取り組み

・包括的相談支援事業の連携・協働による相談支援体制
の強化
・アウトリーチ等の手法による継続的な伴走支援の実施
・社会参加につなげるツール及び人材養成

R4年度重層的支援体制整備事業
実施計画の策定も実施

・支え合いの基盤と
なる新たなツールの
創出

・既存ではいなかっ
た人材の育成及び活
用

・「保証のしくみ」
を構築するアプロー
チ

・民間事業者とタイ
アップした課題解決
事業

・住民が集う居場所
となるプラット
フォームづくり

プラスアルファ

【資料３】



共感

定義

創造

試作

検証

１．共感：課題を市民視点でとらえ、ニーズ把握を行います。

２．定義：得られたニーズの分析を行い、求められているものが何かを考えます。

３．創造：課題を解決するためにどんなことをすればいいのかアイデアやアプローチを考えます。

４．試作：出てきたアイデアの試作を行います。一度形にすることで新たな視点や問題点に気づきます。

５．検証：試作したものをテストし、フィードバックされた意見をもとにブラッシュアップしていきます。

第4次伊賀市地域福祉計画の取り組みをデザイン思考で考える

デザイン思考とは、ユー
ザー（市民）視点に立って
課題やニーズを発見し、課
題を解決していく思考法で、
5つのプロセスから成り立っ
ています。



反
映

相
談

福祉施策調整会議
【医療福祉政策課】

※相談支援包括化推進員1名

生活
支援課

自立相談支援機関
（直営１＋委託１）

【生活支援課・社協おあいこ】

伊賀市における重層的支援体制整備事業に基づく包括的支援体制の構築について ２０２２年度版

地 域 住 民

・高齢者の総合相談窓口、と共に分野を
問わない福祉相談の一次窓口
・民生委員、社協地域センター、地域福
祉コーディネーター、市役所支所に寄せ
られた相談を一次窓口として集約
・保健・福祉・介護の専門職チーム

※相談支援包括化推進員１名
（相談支援室）

助言

介護高齢
福祉課

地域福祉
アドバイザー

・会議の目的 地域ケア会議で抽出
した地域課題を施策に反映する。
・相談支援包括化推進員、地域福祉
コーディネーターも参加

地域福祉計画推進委員会で地域課題を施策に反映

・「地域生活課題の解決」が会議の目的 「個別会議」「運営会議」「担当者会議」「相談事案調整会議」を開催。
・福祉部局・社協の職員だけではなく、必要に応じて、本人、家族、地域住民、税や教育の部局、地域の関係機関も参加
・社会福祉法「支援会議」介護保険法「地域ケア会議」生活困窮者自立支援法「支援会議」に位置づけ

分野を問わない「地域福祉コーディネーター」のアウトリーチ
※相談支援包括化推進員１名

地域包括支援センター
相談支援室（市直営３ヵ所）

【中部・東部・南部】

地
域
課
題

抽
出
整
理

・「生活でお困りのこと」について
経済的困窮だけでなくひきこもり、
社会的孤立もふくめ幅広く相談対応
・福祉・就労・伴走型支援の専門職チーム
※相談支援包括化推進員1名（生活支援課）
※相談支援包括化推進員1名（社協）

障がい者相談
支援センター
※相談支援包
括化推進員1名

こども未来課

※相談支援包括
化推進員1名

健康
推進課

障がい
福祉課

地域ケア会議【地域包括支援センター調整係】※相談支援包括化推進員1名（調整係）

地域課題を政策化す
るためのコーディネート

相談支援包括化推進員が、多機関連携が必要な相談支援・地域課題の把握・施策への反映をコーディネート

相談支援包
括化推進員
によるコー
ディネート

本人同意が得られ
れば重層的支援会
議を実施しプラン
を作成する。


